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第１章 序論 
 
1.1 研究の背景 
サービスサイエンス－この不可思議な言葉を北陸先端科学技術大学院大学（以下、

JAISTと略す）の授業で初めて耳にして暫く過ぎた 2008 年 8 月に、著者は図らずし

も出向先の独立行政法人科学技術振興機構1（以下、JSTと略す）にてサービスサイ

エンスの研究プログラムの新規立ち上げ担当者に任命された。サービスサイエンスと

は何か、何故、今、国費を投入して研究を行わなければならないのか、そもそも研究

者は存在するのか、様々な疑問が頭を過ぎるが、業務として結果を出すためには様々

な基礎調査をしなければならない、それが本研究に着手するスタートであった。 
サービスサイエンスは、2002 年に 26 名の米国IBM Almaden研究所のメンバーと

カルフォルニア大学バークレー校のH. Chesbrough 教授が概念として提唱した事に

端を発し、2004 年 12 月にIBM 最高経営責任者のJ. S. PalmisanoとG. W. Clough
ジョージア工科大学長が「全米競争力協議会報告書2（以下、パルミサーノレポート

と略す）」の中でその重要性を答申し、2007 年 8 月に成立した米国競争力法において

サービスサイエンスの新興が規定されるに至り、一挙に知名度が高まった。日本でも

2006 年 3 月に制定された「第 3 期科学技術基本計画」には、新興・融合領域研究の

重要性が、続けて、2006 年 7 月の「経済成長戦略大綱」（経済産業省）ではサービス

産業の革新の必要性が指摘され、経済産業省傘下の事業として、2007 年 5 月にサー

ビス産業生産性協議会3（以下、SPRINGと略す）、2008 年 4 月には産業技術総合研

究所内にサービス工学研究センターが相次いで設立され、サービスの生産性向上につ

                                                  
1  http://www.jst.go.jp/ 
2  http://www.nga.org/Files/pdf/0707INNOVATIONFINAL.PDF 
3  http://www.service-js.jp/cms/index.php 
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いての研究開発や事例の紹介がなされるようになった。教育面では、2007 年に文部

科学省が「サービス・イノベーション人材育成推進プログラム」を発足させ、サービ

ス業、サービス研究に係わる人材の育成にも乗り出した。2008 年には、「研究開発シ

ステム改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関

する法律（以下、研究開発強化法と略す）」第 47 条にも言及されたが、2008 年 8 月

の段階ではサービスサイエンスの本格的、全国的な研究助成も学会も存在せず、それ

ぞれの研究機関、学問領域（Discipline）において個別に議論されている状態であっ

た。これらの状況を鑑み、文部科学省では 2008 年に「サービス科学・工学の推進に

関する検討会」を設置して、サービスサイエンスの全国的な研究の必要性を答申した。

その結果、漸くJSTにて 2010 年 10 月から新しく「問題解決型サービス科学研究開発

プログラム」をスタートするに至った。それら、府省庁のサービスサイエンスに対す

る取り組みを表 1.1 にまとめた。 
 

表 1.1  府省庁のサービスサイエンスに対する取り組み

 
 

そもそも、サービスを対象とする研究は決して新しいものではない。例えば、1980
年代には C. Gronroos ほか（1984）がサービスマーケティング、1990 年代には A. K. 
Kohli ほか（1990）によりマーケットオリエンテーション、E. Gummesson（1994）
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がリレーションシップマーケティングを、近年では、S. L. Vargo ほか（2004）によ

りサービスドミナントロジック（以下 SDL と略す）という概念が発表されている。

その変遷を表 1.2 にまとめた。 
 

表 1.2 サービス研究の流れ 

 

～1980 よちよち歩き時代

サービスマーケティングやサービスオペレーションがプロダクトマーケティングと分離さ
れ始めた時代で、サービスに由来する価値が古典的な経済理論から分類され始めた。

1980～1985 急ぎ足の時代

ものと製品を超えたサービスが研究され始めたが、研究はかなりコンセプチュアルなも
のであった。アカデミアと実務家のコアグループが形成された。

1985～1992 真っ直ぐ歩き出した時代

サービス関連の学部が相次いで設立され、研究雑誌、論文、書籍などが増えてきた。
サービス研究のイベントやセンター、先駆者がUSAとEUに発生。

1993～2000 定量化研究によるツール開発の時代

測定、統計学、意志決定モデル、研究の広がり、深掘り、先鋭化、広がり続けるグロー
バル化、複数分野にまたがる研究（Multidisciplinary）、サービスの設計と配達を含む研
究対象の広がり、サービス経験、サービスの品質と顧客満足、サービスの回復と技術の
注入、サービスコンピューティング、サービスのサプライチェーン、ｅ-サービス

2000～ 共通言語形成の時代

多くの新しいサービスモデルやサービシステムのコンセプトを一体化の動き。世界中で
研究分野が広がり、IBMのSSMEDイニシアティブは産業－学会－政府間の相互連携を
模索。ものもサービスも含んだ価値創造の観点から、古典的なもの対サービスの論理か
らサービスドミナントロジック（SDL）に置き換わる。

将来 コミュニケーション時代

サービスイノベーションのための、複数分野にまたがるアプローチ（Multidisciplinary）や
サービスサイエンスを学問として支える科学、マネジメント、エンジニアリング、デザイン。
結果として、ビジネスシーンと社会においてサービスイノベーションが喚起される。

出典：Vargo ほか（2004）p.3 Table１を翻訳加工 
 

確かに多くの経済指標が示すように、国内外でのサービスの比率は高まっているが、

古くからマーケティングの分野ではサービスを取り扱ってきており、何故、今、「サ

ービスをサイエンスする」必要があるのか、これまでのサービス研究とはどのように

違うのか、強いてはサービスサイエンスとは何が新しく、何を指向しているのかとい

う単純な疑問が湧き上がる。本研究は、著者がサービスサイエンスの研究プログラム

を新たに設計するにあたり、それらの疑問からスタートした。 
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1.2 研究の目的とリサーチ・クエスチョン 
サービスサイエンスの提唱者の一人である J. Spohrer は、以下の理由からサービ

スイノベーションの必要性を主張している。 
 
① 経済指標（例えば、GDP）におけるサービスの比率が高い 
② 経済指標だけではなく、環境への配慮や持続性などが重要視されるように社

会システムが変革してきたこと 
③ グローバル化が急速に進み社会の複雑性が増し価値観の多様化が進んだこと 
④ ICT の発達により、大量の情報を扱えるような技術的基盤が整ったこと 

 
そのためにサービスの受け手の満足度の定量化、サービスイノベーションを支える

新たな学問領域（Discipline）としてのサービスサイエンスの確立を主張しているが、

その方法論についての言及は無く、また、従来の「サービスマーケティング」とどの

ように違うのかも明らかでない。一方で、J. A. Schumpeter のイノベーションの５つ

の定義に従うならば、サービスの高効率化を目指すプロセスイノベーション、効果を

高めたり、新たなサービスを創出したりするプロダクトイノベーションは、サービス

サイエンスを意識せずとも多くの分野で活動、研究されていると考えられ、その典型

的な事例として、SPRING の選定するハイサービス日本 300 選が挙げられる。 
そこで、本研究ではサービスに係わる論文、特許の抄録・書誌情報から、キーワー

ドや著者、研究分野や研究機関などの関連性を科学計量学的分析およびネットワーク

分析から可視化し、これまでどのようなサービス研究がなされたのか検討することと

した。そこでは、これまで定性的、定量的な分析がほとんど行われて来なかったサー

ビス研究の全体像に対して、研究者の存在、研究分野の設定、それを支える学問領域

（Discipline）と現場の関連などが新たに発見されるはずであり、サービスサイエン

スがどのように創発されてきたかを明らかにすることを本研究の目的とする。 
以上の背景と目的をもって、以下のリサーチ・クエスチョンを設定した。 
 
メジャー・リサーチ・クエスチョン（MRQ） 
サービスサイエンスはどのように創発されてきたか？ 
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サブシディアリー・リサーチ・クエスチョン（SRQ） 
SRQ 1: どのようなサービス分野でサービス研究がなされてきたか？  
SRQ 2: どのような学問がサービス研究を推進してきたか？ 
SRQ 3: サービス研究を促進してきたものは何か？ 
 

1.3 研究の方法 
サービス研究に係わる論文、特許の抄録・書誌情報から、キーワードや著者、研究

分野や研究機関などの共起性とネットワーク性を科学計量学的に分析することによ

って、サービスサイエンスの創発の過程を定量的、俯瞰的に検討することとした。 
具体的には、著者が勤務（当時）するJSTの論文抄録データベースJSTPlus4（1981

年～：約 2,160 万件）およびJMEDPlus４（1981 年～：約 534 万件）と特許抄録デー

タベースPATOLIS5を対象に、TrueTellerパテントポートフォリオ6（以下、TrueTeller
と略す）で俯瞰的分析を行い、AnviSeers7でネットワーク分析を行った。また、個別

研究者へのインタビューを通じて、サービス研究に取り組む現場の生の声を聴取し、

科学計量学的分析およびネットワーク分析を補足、裏付けることとした。 
 

1.4 本論文の構成 
本論文の構成は以下の通りである。第１章序論では研究の背景となるサービスサイ

エンスの最近の動向についてまとめ、第 2 章ではサービス研究の先行研究レビューを

行い、その多様性、複雑性について提示する。第 3 章では科学計量学的分析の結果を、

第 4 章ではネットワーク分析の結果をまとめる。第 5 章では結論として本研究におけ

る発見事項をまとめるとともに、サービスサイエンスの創発に関しての理論的、実務

的含意を述べ、最後に今後の研究への示唆を示す。 

                                                  
4 JSTが所有する科学技術データベースで、1981 年 4 月～2009 年 10 月の遂次刊行物、公共資料・

会議録を含む http://pr.jst.go.jp/jdream2/search.html  
5 （株）パトリス http://www.patolis.co.jp/ 
6 （株）野村総合研究所 http://www.nri.co.jp/products/sangyo/kiban/trueteller_patent.html  
7  JST http://pr.jst.go.jp/anviseers/index.html 
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第２章 先行研究レビュー 
 
2.1 はじめに 
本章ではサービスサイエンスの概念をまとめるとともに、経営学や工学などの様々

な学問領域（Discipline）からのサービス研究をレビューし、その現状をまとめた。

また、本研究では論文・特許の抄録と書誌情報から、キーワード、研究機関、研究者

などの共起性を分析する予定であり、そこでは論文をノード、その関連性をリンクと

見なすことができるので、ネットワーク理論の先行文献についてもレビューし、サー

ビス研究の現状とサービスサイエンスとの関係について言及する。 
 

2.2 パルミサーノレポートの視点 
パルミサーノレポートは、多くの国が市場経済を採用し、コストや質という面で米

国と競争可能になっている 21 世紀の世界において、コンペティティブ・エッジ（競

争の優位性）を授けてくれるのはイノベーション以外にはないと結論づける一方で、

米国は優れた研究所や大学、有能な労働者、安定した政府、強力なテクノロジー基盤

を有し堅固な土台の上に立っているとはいうものの、イノベーションによる生産性向

上や生活水準の向上を目指して新たに台頭してきた世界各地のイノベーション・ホッ

トスポット（インド、中国、ロシア、イスラエル、シンガポール、台湾、韓国など）

からの厳しい競争に直面して、この土台が揺るぐ可能性もあると警告している。この

環境分析に続いて、米国がより高い水準のイノベーションに牽引された経済成長を達

成するためには、 
 
① イノベーションの新しい形態 
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② 競争の激化 
③ イノベーション機会の見込みの要因 

 
を考慮しなければならないと提言している。具体的には、表 2.1 の 8 つの形態のイノ

ベーションの必要性を提言している。 
表 2.1③の製造業とサービスの融合として、製造業のビジネスモデルにソリューシ

ョンビジネスなどサービス業を含むものが増加していることを指摘しており、例とし

て、ゼロックス社のコピー機診断ソフトウェア、フォード社のコンピュータによる安

全試験、ボーイング社の飛行シミュレーションソフト、ウォルマート社の商品追跡シ

ステム、GE エアクラフト社などジェットエンジン製造企業のサービス提供、無線通

信製造企業のデータ提供サービス、IBM の IT サービスを挙げて、サービスを科学的

にアプローチすることの重要性を主張している。 
 

表 2.1 パルミサーノレポートの提言するイノベーションの 8 つの形態 

 

視点 内容

①
ユーザーと生産者に基盤を置い
たイノベーション

・生産者サイドのみが産み出すイノベーションからユーザーと 生産
者の相互作用により産み出されるイノベーションへのシフトを強調
（半導体生産やソフトウェア開発など）

②
私的領域と公的領域の性格を持
つ知的財産

・知的財産の保護はベンチャー企業にとっては特に重要
・特許の共同利用､アクセスが開放されたデータベース、国際標準
設定などを含む進歩的な知財制度の構築が今後のイノベーション
発生を促すのに必要

③ 製造業とサービス業
・製造全工程のなかで製造工程とサービス工程が密接、かつ不可
分に結合　（ゼロックス社やIBM社などのビジネスモデル）

④
確立された学問分野と複数分野
にまたがる研究プログラム

・イノベーションは学問分野の境界領域に生じるために、新しい知
識と学習するネットワークが必要

⑤
公共部門と民間部門のイノベー
ション

・競争原理の導入により財政支出削減
・民間部門ではできない長期的なイノベーションを引き起こす役割

⑥ 中小企業と大企業

・根本的なイノベーションを引き起こす中小企業の役割
・技術開発において中小企業と大企業との間の補完関係の存在
（ファイザーアンドマック社などの医薬品メーカーやマイクロソフト社
などのＩＴ企業とベンチャーとの連携）

⑦ 安全保障と科学研究の開放

・イノベーションによって得られた知識をテロリストなどが入手し悪
用する恐れ
・米国内の安全保障上の命題とこれまでの科学技術に関する外国
への開放的な態度の間のバランス必要

⑧ ナショナリズムとグローバル化
・外国と積極的に連携してイノベーションを行うことが米国　のイノ
ベーション能力向上の近道

出典：福田（2005）p.3 図表１より引用 
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2.3 IBM の提唱するサービスサイエンス 
サービスは、グローバル化、社会システムの変化、技術の発展などにより、スケー

ル、複雑生、相互関連性においてかってないレベルまで発展し、以下のようにイノベ

ーションの代名詞になると主張している。 
 
① 新たに、人、技術、組織と情報の組み合わせであり、 
② 価値を創造し、提供者、被提供者、他のステークホルダーに価値を提供する

システム－「サービスシステム」として捉え、 
③ サービスシステムこそがビジネス、政治、家族、その他の独立した仕事の中

心をなすものである。 
 

 
 

図 2.1 サービスシステム－サービスサイエンス－サービスイノベーションの関係 
出典：ケンブリッジ大学のホームページより引用 

 
既に、サービスシステムに関係する知識や経験が多く存在するが、それぞれは未だ

相互の関連・連携がなされていないこと、その事例として、製造業はサービス指向の

ビジネスを実践しているし、医療産業はものづくりから多くを学んでいるが、実際に
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は知識とスキルの間には大きなギャップが存在することを指摘している。それ故、サ

ービスシステムを科学的に扱う必要性があり、多種多様なサービスシステムに横たわ

るロジックを発見し、サービスイノベーションのために共通な言語、共有できるフレ

ームワークを確立することをサービスサイエンスと定義して、サービスシステムとサ

ービスサイエンスの関係を図 2.1 のように経時的にまとめている。さらに、サービス

サイエンスの確立のためには、学問的な分野融合型（Interdisciplinary）なアプロー

チとともに実社会との連携の必要性を、また、それらの関係を成立させるために必要

な要素として教育や政府のサポートなども主張しているが、具体的な方法論には言及

していない。現在は個別の学問領域（Discipline）が分離されている状態であるが、

サービスサイエンスに必要な学問の融合の状態として、Cambridge 大学と共同で図

2.2 のような３つの概念を提案している。 
 

 
図 2.2 学問領域（Discipline）融合のモデル 
出典：ケンブリッジ大学のホームページより翻訳加工 
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2.4 経営学の視点 
2.4.1 ものづくり経営学からのアプローチ 
藤本ほか（2009）は、ものづくり経営の観点からサービスの効率化を研究している。

具体的には、ものづくりの工程管理と同じく、 
 
① サービスプロセスを個々の原単位に分解して、 
② それぞれの原単位の効率化を図るとともに 
③ その流れをスムーズにすることで、 

 
サービスの効率化が図れるとして、郵便配達、コンビニエンスストアの改善事例を報

告している。そこでは、結果的に顧客満足（CS：Customer Satisfaction）だけでな

く、従業員満足（ES：Employee Satisfaction）も得られたとしている。 
さらには、サービスは複雑な機能、高度な品質要求の集合体で制約条件も多いが、

プロセスを原単位に分解し、ものづくり経営の「インテグラル：摺り合わせ」の概念

を導入することで設計可能とし、日本の得意技となり得るとしている。 
 

2.4.2 サービスドミナントロジック（Service Dominant Logic：SDL） 
従来の経営学では生産のアウトプットとしての製造物の交換価値に重きを置いて

いたが、近年、提供者と顧客間での価値や関係性を共に創る－共創に重きを置くよう

になってきた。前者の場合は対象が有形資産であるのに対して、後者のそれはサービ

スのような無形資産であり、交換価値から使用価値あるいは利用価値が重要となるよ

うに考えられている。SDL では、従来の物中心の考え方とサービス中心の考え方で

は表 2.2 に示した６つの定性的、定量的な違いと 8 つの概念を導入している。 
 
① 特殊なスキルと知識の応用が基本的な交換単位である 
② 間接的な交換は基本的な交換単位を隠している 
③ ものはサービス提供のための伝達手段である 
④ 知識は競争優位のための基本資産である 
⑤ 全ての経済はサービスの経済である 
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⑥ 顧客は常に共創の相手となる 
⑦ 企業は価値を創造する計画を提供できるだけである 
⑧ サービスを中心とした視点は顧客志向で関連例を重視している 

 
表 2.2  サービスドミナントロジックの特徴 

 
出典：Vargo ほか（2004）p.7 Table2 を翻訳加工 
 

これら経営学の視点は、機能が複雑で高度な品質要求の集合体であり制約条件も多

いサービスを、新たな視点で捉え分析しているものの、未だ、単一の学問としての経

営学の域を出ていないように思える。 
 

2.5 サービス工学からのアプローチ 
このグループはサービスを現実の社会に役立つ製品－人工物として考え、その機能
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と構成過程をできるだけ明示的、工学的に表現し、設計することに主眼をおいて、

その学問体系を「サービス工学」と位置づけている。吉川（2008）はサービスとサ

ービス工学を以下のように定義している。 
 
① 人は機能を発現する能力を持つ 
② すべてのものは機能を持つ 
③ 機能は人にとっての意味あるいは価値として認識される 
④ 自然も人工物も機能を持つが人工物の機能の中には製作者の意図によるもの

が含まれる 
⑤ 物の価値は物体そのものにあるのではなく、それが持つ機能にある 
⑥ 機能は潜在し行動あるいは使用によって顕在化するが、行動あるいは使用の

態様により異なる機能が顕在する 
⑦ サービスとは顕在機能である 
⑧ サービスは産業の成立以前から存在する人固有のものであり、人が社会をつ

くることの最大の動機であった 
⑨ 人工物としての工業製品は意図した機能の担体であるから、製造業とサービ

ス業とは独立したものではなく、相互に複雑に関係し合う 
⑩ 製造業の作る製品はサービスを強化あるいは増幅するためのものであるから、

理念的にはサービス産業は製造業をその内に含む 
 
この概念を基に、下村ほか（2005）はサービスを原単位のパーツに分解して、CAD

を使っての再構築（設計）を試みている。また、大武（2009）は人のモデル化やヒト

脳神経シミュレーションなどを通じて、サービスの効果・効用を定量化しようとして

おり、経営学からスタートしたサービス研究を工学的に支える研究と位置づけられる

が、それらの融合は緩やかなものに留まっている。 

 

2.6 海外の研究事例 
ここでは海外のサービスサイエンス研究動向について調査した。具体的には、米

NSF（National Science Foundation）、英The Royal Society、独Fraunhofer Institute、
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そして米のサービスマーケティング学会である 18th Annual Frontiers in Service 
Conference, 2010 における研究プロジェクトの数と方向性を調べた。その結果を、表

2.3 に示した。 
NSF では、「Service Enterprise Systems」と題したプログラムを 2000 年よりスタ

ートしており、2008 年までに 137 のプロジェクトが終了あるいは継続している。プ

ログラムの開始は、IBM のサービスサイエンスの提唱（2002 年）、パルミサーノレ

ポート（2004 年）よりも早く、サービス分野に OR（Operations Research）などの

数学的なアプローチを導入して効率化やコスト削減を図っている。一方で、EU に目

を転じると、プロジェクトの数は少ないものの公的なサービスを対象とした研究が多

く、自然科学的なアプローチと SDL との融合を目指した研究が注目される。最新の

サービスに関する国際学会 18th Annual Frontiers in Service Conference では、マー

ケティングの発表が多く、実際の研究と学会活動の非連動性が特徴的である。 
 

表 2.3 海外の研究開発動向 
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2.7 サービスサイエンスの俯瞰的研究 
様々な視点からサービスが研究されているが、サービスサイエンスそのものを俯瞰

的に把握使用とする研究も存在する。 
日高（2010）はサービスサイエンスの研究・実践の現状を 
 
①  サービスマーケティング 
② サービス工学（エンジニアリング） 
③ サービスマネジメント 
④ サービス経済への変遷に関する研究 
⑤ 文化人類学的アプローチ 
⑥ ビジネスモデルの変革 
⑦ サービスイノベーションのためのインフラストラクチャの研究 
⑧ サービスサイエンス教育プログラム 

 

 
図 2.3 サービスサイエンスの業界地図 
出典：日高（2010）p.47 図１より引用 
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に分類して、各々の代表的な研究を紹介しているが、サービスサイエンスのコアとな

る学問領域（Discipline）は未だ確立していないと結論づけている。その概念を図 2.3
に示した。また、橋本ほか（2008）はサービスイノベーションについて、論文の書誌

情報、アブストラクトから俯瞰マップを作成し、研究の対象となる分野や課題を抽出

しているが、あくまでもイノベーションの観点であり、サービスサイエンスには言及

していない。 
 

2.8 サービスの効率化、改善の事例 
直接的なサービス研究ではないが、現場で多くの改善－効率化、高度化の活動も報

告されている。例えば、SPRINGでは、「創意工夫に満ちた先進的な事例の選定・公

表」として、サービスイノベーションのベストプラクティスとして「ハイサービス日

本 300 選8」を選定して公表している。 
 

2.9 ネットワーク理論 
2.9.1 ネットワーク理論の変遷 
オイラーのケーニヒベルクの橋に端を発するグラフ理論は、ネットワークのトポロ

ジー解析の基礎となっており、人と人との知り合い同士の関係、回線で結ばれたコン

ピュータ、高速道路、取引で結ばれた会社と消費者、生化学反応で結ばれた体内分子、

ニューロンで繋がる神経細胞など、点（ノード）と線（リンク）で結ばれるものは、

全てグラフ（ネットワーク）として表現される。 
しかし、それぞれのシステムには独自の性質があり、ランダムな出会いや意識的な

決断によるリンクと化学反応などの自然法則に支配されているリンクから生じたネ

ットワークを一概に論じることはできない。これまでに提唱されているネットワーク

理論の変遷を表 2.4 にまとめた。 
バラバシ（2002）の最新のフリースケールネットワーク理論によると、ネットワー

クの特徴として以下のことが指摘されている。 

                                                  
8  サービス産業生産性協議会，http://www.service-js.jp/cms/index.php 
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① ごく小数のノードが大部分のリンクを持ちその他多くのノードは少数のリン

クしかもたない 
② そのノードごとのリンク数はべき法則に従う 
③ そして個々のネットワークは独自のべき指数をもち、その値はたいてい２～

３になる 
表 2.4 ネットワーク理論の変遷 

 
 

 

 

 
（ａ）高速道路のネットワーク （ｂ）飛行機のルートマップ 

高速道路のネットワークは、都市をノード、高速道路をリンクとしたネットワーク

でほぼ均一（ランダム）に都市間が結ばれている。一方、飛行機のルートマップは

多くのリンクを持つ少数の「ハブ」空港と少数のリンクしか持たない地方都市の空

港に分かれ、スケールフリーネットワークに類似している。 

図 2.4 ランダムネットワークとフリースケールネットワーク 
出典：バラバシ（2002）p.103 図 6-1 より引用編集 
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大部分のリンクを持つごく少数ノードをハブと呼び、インターネットの世界では

Yahoo や Google、Amazon がそれに相当し、飛行機のルートマップと高速道路のネ

ットワークの違いで、図 2.4 のようにフリースケールネットワークを説明している。 
 

2.9.2 ネットワークの成長モデル 
バラバシ（2002）はフリースケールネットワーク理論の中で、ネットワークの成長

過程についても指摘している。ネットワークは新たにノードを付け加えることで成長

していき、それぞれのノードの競争力はそれぞれのシステム内で「何が魅力的か」を

定量化した「適応度」に依存するとして、 
「優先的選択」＝「既に獲得しているリンク数」×「適応度」 

と仮定し、ハブの出現を予測している。そのシミュレーション結果を図 2.5 に示した。 
 

 

 

＜成長＞ 任意の時間で新しいノードを１つだけ追加する 
＜優先的選択＞ 新しいノードは既存のノードと２つのリンクで結ばれ

るとする。その際、ノードが既に獲得しているリンク数

に比例してリンクされるノードが選択される。 

図 2.5 「優先的選択」によるフリースケールネットワークモデル 
出典：バラバシ（2002）p.127 図 7-1 より引用編集 
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2.10 まとめ 
サービス研究はパルミサーノレポート（2004 年）以前の 1980 年代にマーケティン

グの分野で始まり、経営学や設計・工学など様々な学問領域（Discipline）が取り組

んできており、また、様々な現場のサービスの改善も活発に行われていることが確認

された。海外でも多くのサービス研究が行われていることが明らかになったが、それ

ぞれは単一の学問としての取り組みであり、異分野融合型の学問領域としてのサービ

スサイエンスの概念に整合する具体的な研究事例は見いだされなかった。 
また、様々な社会事象を説明可能とした最新のフリースケールネットワーク理論に

おいても、サービスサイエンスのような新しい学問領域の創発についての報告例はな

い。 
したがって、論文・特許の抄録・書誌情報の共起性とネットワーク性から、サービ

スサイエンスの創発を明らかにすることは、その結果自体が新しく、学術的意義も高

い。また、サービス研究の進捗により現場のサービスが改善されて行けば、社会的、

経済的意義も高まる。 
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第３章 科学計量学的分析 
 
3.1 はじめに 
第 2 章では、様々な学問領域（Discipline）でサービスが研究されてきていること

を先行研究レビューから示した。例えば、経営学ではサービスプロセスを分析し、工

学ではサービスの設計を試み、また、実際の現場では様々な観点からサービスイノベ

ーションが実行され、多大な経済的、学術的努力が払われていることが明らかになっ

た。しかし、それらを包含するような概念としてのサービスサイエンスの存在は先行

文献の調査からは見あたらない。そこで、本章では、サービス研究に係わる論文・特

許の抄録、書誌情報を科学計量学的に分析することによって、サービス研究の進化、

強いてはサービスサイエンスの創発の過程を俯瞰的、定量的に検討することとした。 
サービス研究に係わる論文・特許の科学計量学的研究は、NRI サーバーパテント社

の TrueTeller を用い、著者が勤務（当時）する JST の科学技術データベース JSTPlus
（1981 年～：約 2,160 万件）および JMEDPlus（1981 年～：約 534 万件）と特許

抄録データベース PATOLIS を対象に以下の手順で行った。 
 
①  データベースからサービス研究に係わる論文・特許を抽出する 
② そのキーワード、書誌情報のテキストマイニングから、対象とする研究分野

や学問領域（Discipline）などの共起性分析を行い座標上にマッピングする 
③ さらに、キーワードの再コード化、クラスター化を行う 

 
この分析により、サービス研究の対象や携わる学問領域（Discipline）、研究者や研

究機関などの関連性などが経時的な変遷として明らかされることが期待される。また、

特許抽出においては論文で得られたキーワードを特許用語に変換して同様の作業を
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行った。なお、本論文ではサービス研究がサービスサイエンスを支え、創発の源泉と

なると仮定して、サービスサイエンスも含むサービス研究の全体を分析の対象とした。 
 

3.2 データの抽出 
3.2.1 集合の設定 
サービス研究の対象は多岐にわたり、また、様々な学問がサービスの研究に着手し

ていることが判明しており、本検討に際してもその全体集合を把握することは困難か

つ重要な作業である。 
そこで、図 3.1 のようにサービス分野（ドメイン）と学問領域（Discipline）を別集

合と考え、最終的にキーワードとしてサービスを掛け合わせることで論文の抽出にあ

たった。具体的には、図 3.1 の S=a＋b＋c の集合に属する論文・特許を分析の対象と

した。 

 

 

Ｓ＝a＋b＋c S：検索の対象とした全体集合 

a＝L1×L2×L3、 b＝L1×L3－a、c＝L2×L3－a 

図 3.1 論文検索の集合（概念） 
 
3.2.2 母集団の抽出 
まず、これまでの文献調査などからサービスに係わると思われる 9 分野（ドメイン）

を大まかに設定し、その分野に関係すると考えられるキーワードをJSTの科学技術用

 20



語シソーラス（キーワード集）9から抜粋して一次検索を行った。さらに、抽出され

た論文に付与されているキーワードで初期設定に含まれないキーワードを新たに追

加して、サービス分野（ドメイン）L1 に相当するキーワードを設定した。結果を表

3.1 に示した。なお、表 3.1 で、CTはJST科学技術用語シソーラス用語、STは準シソ

ーラス用語、ALはそれ以外のキーワードを意味するが、キーワードの属性は

TrueTellerの検索に影響しない。 
次に、表 3.1 のキーワードで抽出された論文に付与されたキーワードから、サービ

ス研究の学問領域（Discipline）L2 に関係すると考えられるキーワード（検索式）を

頻度の高い順に抽出・設定した。その結果を表 3.2 に示した。 
最後に、JST 科学技術用語シソーラス（CT）、準シソーラス（ST）に含まれるサー

ビスに係わるキーワード L3 を設定した。その結果を表 3.3 に示した。 
本論文で対象とした JSTPlus は公開されている会議録、予稿集を含む科学技術全分

野（医学系含む）に関する論文、雑誌の文献情報データベースで、国内約 10,000 誌、

海外約 4,000 誌を網羅し（日本 37%、アメリカ 29.4%、イギリス 10.1%、オランダ

7.7%、ドイツ 6.0%、ロシア 2.6%）、それぞれの分野の専門家が翻訳して（英語 60.6%、

日本語 32.5%、ロシア語 3.0%、ドイツ語 2.7%、フランス語 0.8%）、日本語のアブス

トラクトとして収録されている。従って、データの抽出は表 3.1、表 3.2、表 3.3 に指

定した日本語キーワードで行った。また、JMEDPlus は日本語で発表されている医

学、薬学、歯科学、看護学、生物科学などに関する文献情報データベースで、JSTPlus
を補うかたちで使用し、重複したデータは相殺した。 

 

                                                  
9 http://pr.jst.go.jp/jdream2/onlinehelp/index.html 

 21

http://pr.jst.go.jp/jdream2/onlinehelp/index.html


表 3.1 サービス分野（ドメイン）のキーワード（L1） 
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表 3.2 学問領域（Discipline）のキーワード（L2） 
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表 3.3 サービス関連のキーワード（L3） 

 

 

3.3 数量的解析 
図 3.1（P20）の集合 S＝a＋b＋c に相当する論文および特許数の抽出結果を表 3.4

に示した。なお、本章では、抽出された全論文数 60,440 件、全特許数 49,279 件を分

析の対象とした。 
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表 3.4 抽出された論文数と特許数 

  

 

 
 

図 3.2 全論文数と抽出されたサービス関連の論文数の経時変化 

 
図 3.2 では、JSTPlus に登録される論文数は 1999 年の IT バブル崩壊後に減少傾向

にあるものの、サービスに係わる論文（本抽出結果）は単純増加の傾向にあり、その

注目度の高さを示している。しかし、必ずしもパルミサーノレポート（2004 年）が

サービス研究の論文数の増加を促進している訳ではないことが明らかとなった。 
一方で、出願・登録の主体が企業であると思われる特許は、図 3.3 に示したように 
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図 3.3 サービス関連の論文数と特許出願数の経時変化 
 

サービス関連であっても、IT バブル時にビジネスモデル特許として急増し、その後、

特許制度の変更とともに激変していることが特徴的である。後述するように（P77）、
「自然法則を利用した物あるいは方法」に限定される特許では、サービスあるいはそ

の改善そのものを特許化することの難しさを反映しているためと考える。また、この

2000 年以降の論文数と特許出願数の乖離は、サービス研究に対する社会的・経済的

な要請が高いのにもかかわらず資金として支える経済基盤の不安定さを示唆してお

り、重要な課題と考える。 
図 3.4（a）、（b）には、論文発表および特許出願数の合計数が多い上位 10 機関の件

数の経時変化を示した。（a）の企業の事例では、IT バブル崩壊後（1999 年）、全て

の企業において急激に件数が減少しているにもかかわらず、（b）大学の事例では、絶

対数は異なるものの、その後も漸増していることが明らかである。しかし、企業の多

くは電気、通信系の企業であり、基本的に ICT（Information Communication 
Technology）によるサービスの効率化を目指していることが類推される。 
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（ａ）企業 

 
（ｂ）大学 

図 3.4 論文発表、特許出願合計数の上位 10 位までの機関 
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3.4 マッピング分析 
3.4.1 論文 
抽出された論文のキーワードの共起性をもとにマッピングおよびコレスポンデン

ス分析を行った。1981～2009 年（途中）までの論文数 60,440 件に関して、その俯瞰

図を図 3.5、それを下敷きとして、時系列的な変遷をサーモグラフとして図 3.6（a）
～（e）に示した。なお、図 3.5、図 3.6 で円上に囲い、キャプションとして付与した

カテゴリー（クラスター）は 3.5 グルーピング分析（P50）で再コード化したカテゴ

リーを代表するキーワードとして表記した。 
図 3.5 では非常に多岐にわたる学問領域がマッピングされた。具体的には、ネット

ワークアーキテクチャや画像処理、自然言語処理と言った ICT に関わる領域を中心

に、それを支えるデバイスや手法、確率論などの数学的手法がその周辺に配置された。

なお、共起性を利用したマッピングは論文中にキーワードとして併記、引用されたキ

ーワード、共著関係にある研究者の論文のキーワードなど相互の関連が深いほど、座

標として近く表示されるので、社会科学的な心理分析や満足度評価は、ICT 関連の領

域と決して近しい関係にあるとは言えない。 
時系列として見ると、1980 年代には、人間工学・医学の学問領域が広い範囲での

サービス研究を行っていたことが分かるが、核となる領域は存在せず、相互の関係も

変化していない。 
その後、分析手法、自然言語処理、デバイスなどの分野でアイランド状にサービス

研究が活発化し、1988 年頃には自然言語処理が高い温度を示した。しかし、1990 年

頃でもそれぞれがアイランド状に研究されていることに変わりはなく、全体の形（共

起性）が大きく変わることはない。 
1994 年には、IPTV、学習支援、e-ラーニングなどの研究が多くなり、1997 年には

共起性は低いものの、社会科学系の心理分析と自然科学系のデバイスに関する研究が

多くなされている。1999 年の IT バブル崩壊後も、心理分析に関して多くの研究がな

されており、併せて、満足度評価の研究が高まってきている。 
これらのデータを俯瞰図として、サービス分野（ドメイン）の経時的な変遷を図 3.7

に、学問領域（Discipline）の変遷を図 3.8 に示した。また、図 3.9、3.10 には、研

究機関とサービス分野、学問領域の関係性の分析結果を示した。 
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 29

これらは技術の進展や経済環境の変化に伴いその位置は移動していくが、コア（ア

ンカー）となるべき学問領域は認められず、インターネットのノードの関係などで表

現される複雑性に類似していることが見て取れる。 
 

3.4.2 特許 
特許に関しても同様の分析を行った。全体の俯瞰図を図 3.11、その俯瞰図を下敷き

として、時系列的な変遷をサーモグラフとして図 3.12（a）～（e）に示した。また、

それらのデータをもとにして、サービス分野（ドメイン）の変遷を図 3.13 に、学問

領域（Discipline）の変遷を図 3.14 に示した。また、図 3.15、3.16 には、研究機関

とサービス分野、学問領域の関係性の分析結果を示した。 
「自然法則を利用する」特許の性質として当然のこととは言え、自然科学系のクラ

スターを中心として共起性のスペクトルは変化している。特に、自然言語処理やモニ

タリング、センシングなどの ICT 関連技術を通じて、サービスを改善、進歩させよ

うとする動きは見て取れる。しかし、論文分析と同様にサービス分野（ドメイン）、

学問領域（Discipline）の両方の観点からもそれぞれのクラスターが独立して発展し

て行っていることが明らかとなった。 
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図 3.5 論文キーワードの共起性の俯瞰図（全体） 

 



 
図 3.6（a） 論文キーワードの共起性の変遷（サーモグラフ：1980～1985） 
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図 3.6（b） 論文キーワードの共起性の変遷（サーモグラフ：1986～1991） 
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図 3.6（c） 論文キーワードの共起性の変遷（サーモグラフ：1992～1997） 
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図 3.6（d） 論文キーワードの共起性の変遷（サーモグラフ：1998～2003） 
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図 3.6（e） 論文キーワードの共起性の変遷（サーモグラフ：2004～2009） 
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図 3.7 論文キーワードのコレスポンデンス分析 ～サービス分野の変遷 
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図 3.8 論文キーワードのコレスポンデンス分析 ～学問領域の変遷 
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図 3.9 論文キーワードのコレスポンデンス分析 ～研究機関とサービス分野の関係 
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図 3.10 論文キーワードのコレスポンデンス分析 ～研究機関と学問領域の関係 
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図 3.11 特許キーワードの共起性の俯瞰図（全体） 

 



 
図 3.12（a） 特許キーワードの共起性の変遷（サーモグラフ：1980～1985） 
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図 3.12（b） 特許キーワードの共起性の変遷（サーモグラフ：1986～1991） 
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図 3.12（c） 特許キーワードの共起性の変遷（サーモグラフ：1992～1997） 

 



 
図 3.12（d） 特許キーワードの共起性の変遷（サーモグラフ：1998～2003） 
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図 3.12（e） 特許キーワードの共起性の変遷（サーモグラフ：2004～2009） 
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図 3.13 特許キーワードのコレスポンデンス分析 ～サービス分野の変遷 
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図 3.14 特許キーワードのコレスポンデンス分析 ～学問領域の変遷 
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図 3.15 特許キーワードのコレスポンデンス分析 ～研究機関とサービス分野の関係 

 



 
図 3.16 特許キーワードのコレスポンデンス分析 ～研究機関と学問領域の関係
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3.5 グルーピング分析 
3.5.1 はじめに 
ここでは、抽出された論文・特許のキーワードやその係り受けを利用して、サービ

ス分野（ドメイン）、学問領域（Discipline）のキーワードをサービス分野（ドメイン）、

学問領域（Discipline）ごとに科学技術用語集シソーラスに準拠して再分類（再コー

ド化）し、その傾向について検討した。なお、3.4 マッピング分析（P28）の図中に

表記したクラスターは再コード化した本分析の結果を反映させた。 
 

3.5.2 論文 
抽出された論文キーワードを再コード化した結果を、サービス分野（ドメイン）と

して表 3.5 に、学問領域（Discipline）として表 3.6（a）、（b）、（c）に示した。さら

に、サービス分野（ドメイン）ごと、学問領域（Discipline）ごとの論文数の変遷に

ついて、図 3.17、図 3.18（a）、（b）、（c）に示した。 
図 3.17 からは、医療・福祉サービス関連の研究論文が最も多く、環境・交通サー

ビス関連の研究と併せて、2000 年頃より増加していることが分かる。一方で、コミ

ュニケーションサービスに関する研究は二番目に多く論文発表がなされているが、経

時的な特徴はなく 1980 年代から平均して多い。サービス産業に関する研究も同様の

経時変化を示すが、その数はそれほど多くない。 
図 3.18 の学問領域（Discipline）で見てみると、経済・経営学は 1980 年代から一

貫してサービス研究に取り組んでいることが明らかで、先行文献調査の結果と一致す

る。1995 年頃のコンピュータ技術の発展とインターネットの普及に伴い、情報処理、

情報通信系の研究が急増しており、現在に至るまでサービス研究の潮流となっている。

2000 年頃から、カウンセリング、プロファイリング、行動科学などをベースにした

サービスの研究が増加しているのも一つの特徴といえる。 
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表 3.5 論文キーワードの再コード化 ～サービス分野（ドメイン） 
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表 3.6（a） 論文キーワードの再コード化 ～学問領域（Discipline）（その１） 

 

（次項に続く） 
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表 3.6（b） 論文キーワードの再コード化 ～学問領域（Discipline）（その２） 

 

（次項に続く） 
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表 3.6（c） 論文キーワードの再コード化 ～学問領域（Discipline）（その３） 

 
 

図 3.17 論文キーワードのグルーピング分析 ～サービス分野 
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図 3.18（a） 論文キーワードのグルーピング分析 ～学問領域（大分類） 
 

  

図 3.18（b） 論文キーワードのグルーピング分析 ～学問領域（中分類） 
（次項に続く） 
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図 3.18（c） 論文キーワードのグルーピング分析 ～学問領域（小分類） 

 
3.5.3 特許 
特許においても同様の解析を行った。結果を表 3.7、表 3.8（a）、（b）および図 3.19、

図 3.20（a）、（b）、（c）に示す。 
図 3.19 からは、医療・福祉サービス関連の特許出願数が最も多く、次いでサービ

ス産業に係わるものが多い。その他のサービス分野（ドメイン）は圧倒的に少なく、

この傾向は論文とは大きく異なる。一方で、学問領域（Discipline）で見ると、情報

処理、情報通信関連の特許出願が特出しており、やはり 1990 年代後半の情報通信の

成長時期に急増し、2002 年頃から激変している。2000 年のＩＴバブル崩壊からの若

干のタイムラグは、出願から公開までの時間差（約 18 月）の影響と思われるが、特

許がその性質上、「自然法則を利用した物・方法」に限定されることも、サービス特

許の出願数に影響を及ぼしていると考えられる。 
サービスの特徴として、 

同時性   ：生産と消費が同時に起こる 
消滅性   ：保存できない 
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無形性   ：形がない 
文脈依存性 ：提供者と被提供者の関係性において、その価値が決定する 

などが言われるが、このことは、研究成果としてサービスが改善されたとしても特許

化などが難いことに繋がり、オープンな研究の阻害要因となっていると考える。 
 

3.6 まとめ 
論文数の変遷から見ると、パルミサーノレポート（2004 年）以前から、活発にサ

ービス研究が行われており、IT バブル崩壊後（1999 年）に全体の論文数が減少した

のにもかかわらず、サービス研究の論文は増加し続けている。一方、特許の出願数は

IT バブル前後で急激に増減していること、多くが情報通信、情報処理に係わる特許

であることが明らかとなり、論文と特許でその対象と挙動が大きく異なることが特徴

的である。 
研究の対象となるサービス分野（ドメイン）は、1995 年頃以前はサービス産業、

医療・福祉関係が中心であったが、2000 年以降には、医療・福祉関係の増加に加え

て、環境・交通、資源・エネルギー関係、ものづくりなどにも対象が広がって来てい

る。一方、学問領域（Discipline）としての変遷を見ると、経営学は 1980 年代から

一貫して研究に取り組んでいるのに加えて、情報通信、情報処理、人間工学、医療な

ど多方面の学問がサービス研究に取り組んでいることが明らかとなった。特に、1995
年～2000 年以降に情報処理、情報通信などの学問領域がサービス研究を活発化させ

ている。しかし、年代別のマッピングからは、それぞれの学問領域やサービス分野の

相関性（共起性）は強くなく、それぞれがクラスターを形成して、個別の研究を続け

ていることが判明した。 
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表 3.7 特許キーワードの再コード化 ～サービス分野（ドメイン） 
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表 3.8（a） 特許キーワードの再コード化 ～学問領域（Discipline）（その１） 

 

（次項に続く） 
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表 3.8（b） 特許キーワードの再コード化 ～学問領域（Discipline）（その２） 
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図 3.19 特許キーワードのグルーピング分析 ～サービス分野 
 

 
図 3.20（a）特許キーワードのグルーピング分析 ～学問領域（大分類） 

（次項に続く） 
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図 3.20（b）特許キーワードのグルーピング分析 ～学問領域（中分類） 

 

 

 
図 3.20（c）特許キーワードのグルーピング分析 ～学問領域（小分類） 
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第４章 ネットワーク分析 
 
4.1 はじめに 
サービスに係わる論文・特許の科学計量学的研究からは、①サービス分野（ドメイ

ン）、学問領域（Discipline）ともに多くのノードとクラスターが存在する、②クラス

ターは経時的に増加傾向にあるが、その距離（相関性）は近づいていない、などの特

徴が明らかとなった。そこで、本章では、個々の論文・特許をノード、それぞれの関

連性（共起性）をリンクと想定して、ネットワークの視点から議論を深める。 
 

4.2 ネットワーク分析 
研究対象が高度に複雑化してきた昨今においては、多くの研究は組織や領域を跨ぐ

形で行われていると類推される。サービス研究においても、学問領域（Discipline）
クラスター内では、積極的なリンク－共同研究や意見交換がなされていると考えられ、

実質的にハブ（コネクター）となるコアな研究者や概念の存在は想像に難くない。一

方で異なる学問領域（Discipline）のクラスター間のリンクはそれほど強くないこと

が科学計量学的に示唆されているので、異なる形の共起性分析（ネットワーク分析）

を行いその仮説を検証した。 
AnviSeers は JST の持つ論文共起性の可視化ツールで、共著関係、キーワードなど

のネットワーク性を表現できることに特徴を持つ。ここでは、表 4.1 に示した検索式

を用いて抽出した論文のキーワード、共著関係のネットワーク性について調べた。な

お、使用した論文データベースは第３章と同じく JSTPlus（1981 年～）および

JMEDPlus（1981 年～）だが、AnviSeers の扱えるデータ量の制約から、科学計量

学的分析に比べて簡易的な検索式で、1,362 件の論文を抽出し分析に供した。 
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表 4.1 論文抽出の検索式 

 
S = a1+a2+a3 = 1,362 件 

 

 

 

図 4.1 共著関係にある組織（共同研究）のネットワーク 
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図 4.2 キーワードのネットワーク 
 
図 4.1 には抽出された論文の共著関係のある組織（共同研究）のネットワーク性、

図4.2にはJST準シソーラスキーワードのネットワーク性を示した。これらの図では、

相互の関連性が強いほど太い線で表現されるが、座標位置そのものは意味を持たない。

なお、図 4.1、図 4.2 では抽出された頻度の高いデータの上位 70 位までを表示した。 
図 4.1 では、例えば、東京大学（サービス工学）と首都大学東京（サービス設計）

の強い関連性を示すリンクと、緩やかなリンクを示す NTT や日本 IBM のグループな

どが認められるが、それらのグループは相互に独立していることが分かる。また、図

4.2 では、サービスを共通言語にし、「サービス工学」と「サービス設計」が強い相関

関係を示すが、本研究の主題であるサービスサイエンスが必ずしも研究の中心（ハブ）

に至っていないことが見て取れる。 
これらは、サービス研究のクラスター間の連携が弱いこと、サービス研究とサービ

スサイエンスが必ずしも同一のものではないことを示唆しており、第 3 章の結果を裏

付けている。 
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4.3 インタビューによる個別調査 
4.3.1 調査の目的 
これまでの科学計量学分析およびネットワーク分析から、研究対象としてのサービ

ス分野（ドメイン）も研究に取り組む学問領域（Discipline）も経時的に増加してい

るが、それぞれが複数のクラスターを形成して、クラスター間の関係性は低いことが

明らかとなった。しかし、現実的には個人として異分野、異領域へのアプローチを進

めるサービス研究者の存在も知られており、ここでは研究の動機や制約などについて

4 名の研究者にインタビューした結果についてまとめた。 
インタビューはメールの質問に答える形の自由記入方式とし、以下の対象者にイン

タビューを行った。なお、インタビュー結果は回答者の趣旨を損ねない範囲で表現な

どを統一した。 
 
・北陸先端科学技術大学院大学 知識科学研究科 教授 小坂満隆 氏10 
 （専門分野：システム工学、情報システム、制御理論、経験年数：約 30 年） 
・松蔭大学大学院 経営管理研究科 教授 角 忠夫 氏11 
 （専門分野：技術経営、電気工学、自動制御、経験年数：約 30 年） 
・東京工業大学 イノベーションマネジメント研究科 教授 日高一義 氏12 
 （専門分野：コンピュータサイエンスほか、経験年数：約 25 年） 
・同志社大学 ビジネス研究科 准教授 戸谷圭子 氏13 
（専門分野：サービス・マーケティング、経験年数：14 年） 

 
4.3.2 調査結果 

Q1：サービス研究に取り組むきっかけは？ 
・会社時代に、保守をはじめとした製造業のサービス調査、インターネットを

利用したサービスシステムの開発、ファイナンスを組み入れた省エネサービ

ス事業の推進などをやっていたが、本格的にサービスを研究し始めたのは大

                                                  
10  kosaka@jaist.ac.jp 
11  Tadao.sumi@knhbiglobe.ne.jp 
12  Kazuyoshi.hidaka@gmail.com 
13  ktoya@mail.doshisha.ac.jp 
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学に移籍してから。（小坂） 
・コンピュータオンラインが実用開始された時代に、従来のハードで構成され

ていた制御系がソフトで構成されるというアーキテクチャーのイノベーショ

ンに対応すべくソフトウエア工場を建設し、「サービスの商品化」という概念

を提唱してから。（角） 
・会社の業務として。（日高） 
・サービス・マーケティングの分野で、マーケティング・サイエンスの手法を

使う研究をしていたので、もともとの分野がサービスサイエンスそのもので

あったという認識。サービス・マーケティングの研究を始めたのは、実務上

の必要性を強く感じたためで、当時日本には文献も研究者もほとんど無かっ

た。（戸谷） 
 

Q2：研究を進める上で感じる制約や障害は？ 
・既存の学問領域ではないので、学会が無く、体系的な研究プラットフォーム

ができていない。このため、研究成果の論文化、科研費の申請、その他、既

存学問領域に比較すると不利である。サービスとして新規性があっても、既

存技術分野での新規性を問われると難しいことがある。新コンセプト、ビジ

ネスモデルの考案のようなことが評価されることが必要。（小坂） 
・サービスサイエンスが一つの学術分野として確立しておらず、論文などを提

出する学術コミュニティがない。（日高） 
・多分野が関係するサービスサイエンス研究では、共通言語がないためコミュ

ニケーションギャップが大きいと感じる。また、製造業のサービス化は重要

な研究分野となると考えられるが、現場ではサービス化ということに対して

反発が大きく研究成果と実務的なインプリケーションに大きな隔たりがある。

（戸谷） 
・製造業においては商品のビジネスが現存し、その強化推進がまず大義であり、

21世紀の製造業のミッションに商品の供給と共にサービスを含むソリューシ

ョンの提供の重要性と認識にまだまだ温度差が大きく時間も必要である。

（角） 
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Q3：サービスサイエンスを学問領域（Discipline）として進化させるために必要な

ことは？ 
・現状のサービスサイエンスは、人的資源に関する研究が不足している。同時

にサービス業と製造業（または文系と理系）のコラボレーション、共通言語

や文化の共有の必要性を感じる。（戸谷） 
・異分野の技術者や異業種でサービスを指向する人たちの会話の場を多く演出

する。サービス研究には、様々な領域の専門家が集まって議論することが必

要で、社会人教育の環境を最大限利用しそれを中心とした輪を作る。もう一

つはシステム論の延長としてのサービスサイエンスを強く意識して、システ

ム工学をやっていた人たちをサービス分野に引きずり込む必要性有り。（小

坂） 
・産学の連携による 学会、論文誌の正式な確立。（日高） 
・産業界のリーダー達との協業による推進も大変重要であるが、大学において

もこの分野に注力し推進する期間も必要で、この両者による産学協業が望ま

しい。（角） 
 

4.3.3 インタビューのまとめ 
インタビュー回答者の元々の専門は経営学から数理科学まで様々であるが、全員が

民間企業での勤務経験と大学での研究・教育実績を持つ。その意味では、サービスサ

イエンスの現状を産学両面から俯瞰した意見と言える。 
それらインタビューの結果を以下に集約するが、科学計量学的およびネットワーク

分析を裏付ける結果を得た。 
 
① 業務、研究を進める上で必然的・蓋然的にサービス研究を始めており、サー

ビスサイエンスと言う概念は寧ろ後から導入されたものである。 
② 学問領域（Discipline）として体系化されていないので、研究のプラットフォ

ームとしての学会が無く、共通言語も存在しない。 
③ 結果として、学問領域間にコミュニケーションギャップが存在する。 
④ 産業界とのリンクも進んでいない。 
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4.4 まとめ 
ネットワーク分析からは、学問領域（Discipline）としてのクラスター内のリンク

は存在するが、クラスター間をつなぐ強いリンクは認められなかった。また、サービ

ス研究とサービスサイエンスが必ずしも同一でないことが示唆された。 
インタビューからは、個々の研究者が学問領域としてのサービスサイエンスを意識

することなく独自に研究を行っていることが明らかとなった。結果として、サービス

研究のプラットフォームや共通言語の欠如も指摘されている。これは、パルミサーノ

レポート（2004 年）で提唱されたサービスサイエンスの概念がトップダウン的にサ

ービス研究の中心（ネットワークのハブ）に位置するのではなく、むしろボトムアッ

プ型で研究が進められて来たことを示唆すると考える。 
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第５章 結論 
 
5.1 はじめに 
この章では、本研究の発見事項をリサーチ・クエスチョンに沿ってその回答として

記述し、本研究の理論的含意、実務的含意および今後の研究への示唆についてまとめ

る。 
 

5.2 発見事項 
本研究の論文・特許の抄録と書誌情報の科学計量学的分析、ネットワーク分析およ

びインタビューで判明した事実を以下に述べる。 
サービス研究はこれまでサービス産業に位置づけられてきたものから、環境・エネ

ルギー、行政、福祉、医療などの公的サービスまで多岐にわたる。それ故、サービス

研究の対象もそれに取り組む学問領域も多いが、それらは各々クラスター化して相互

の関連性も弱い。 
また、パルミサーノレポート（2004 年）でサービスサイエンスの概念がトップダ

ウン的に唱えられてからサービス研究が活発化した訳ではなく、ICT 技術の発達が研

究を促進し、研究者個々人がエージェントとなって分野融合型の研究アプローチが浸

透しつつある。 
このことは、他の新興の学問領域－例えば、ナノテクノロジーやバイオサイエンス

などが第 3 期科学技術基本計画において重点分野に指定されトップダウン的な創発

過程を経てきたのと大きく異なる。これらの判明した事実を流れとして図 5.1 にまと

めた。 
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図 5.1 サービス研究の分野と学問領域の変遷 

 
本研究における発見事項をリサーチ・クエスチョンとの関係において、以下にまと

めた。 
 
サブシディアリー・リサーチ・クエスチョン（SRQ） 
SRQ 1: どのようなサービス分野でサービス研究がなされてきたか？  

1980 年代にはサービス産業、医療分野を中心に研究が行われた。 
1995 年～2000 年以降にかけては、医療・福祉分野が対象として注目され、
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環境・交通分野、資源・エネルギー分野、ものづくり分野にもサービス研

究が拡大した。 
 

SRQ 2: どのような学問がサービス研究を推進してきたか？ 
1980 年代に経営学（マーケティング）を中心に研究が始まる。 
1995 年～2000 年以降にかけては、情報処理、情報通信と医療・福祉の存

在感が急速に高まる。 
人間工学などの学問領域も積極的に研究に携わってきた。 

 
SRQ 3: サービス研究を促進してきたものは何か？ 

ICT 技術の発達にともない研究が急速に増大した。 
サービス研究に携わる異分野の研究者がエージェントの役割を果たして

きた。 
 

メジャー・リサーチ・クエスチョン（MRQ） 
サービスサイエンスはどのように創発されてきたか？ 

1980 年代にサービス産業や医療を対象に経営学（マーケティング）がサー

ビス研究をスタートし、情報通信、情報処理などの参加により量的にも研

究対象分野も格段に増加してきたが、それらの学問領域も研究分野も個々

に独立したクラスターを形成しており、部分的にエージェントとしての研

究者の動きはあるものの、サービスサイエンスの概念として提案されてい

る分野横断型のアプローチがなされて来たわけではない。従って、新たな

学問領域としてのサービスサイエンスの実態は現時点では不明瞭で、未だ

創発過程にあると言える。 
 

5.3 理論的含意 
上記の発見次項を考慮して、サービスサイエンスの創発に適したクラスタールーテ

ィングモデルを図 5.2 に提示する。 
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図 5.2 クラスタールーティングモデル 

 
このモデルはクラスター内とクラスター間の双方において、情報と知識の受け渡し

を行う。クラスターがサービス分野であれば、クラスター内でサブクラスターを形成

している学問領域がノードとなり、クラスターが学問領域の場合はサブクラスターで

あるサービス分野をノードとして、クラスターの内外で情報、知識の受け渡しが行わ

れる。 
クラスタールーティングモデルでは、情報、知識の受け渡しをするルーターを設置

せず、エージェントとしての研究者が媒体となって、情報と知識を交換し、移転し、

浸透させていく。この機能はナレッジマネジメントの役割に他ならず、学問領域の創

発にもナレッジマネジメントは重要な役割を果たすと考えられる。このクラスタール

ーティングモデルは、クラスターの二層構造とエージェントの役割を規定したサービ
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スサイエンスの創発過程として新しい。なお、クラスタールーティングモデルは個々

のサブクラスター内では既存の枠組みとして、学問領域およびサービス分野の業界と

して知識共有はなされていることを前提としており、既存の仕組みを補うモデルとし

て提案した。 
 
① 学問領域（Discipline）間の知識の体系化 

あるサービス分野において、学問領域（Discipline）A1、B1、C1、・・・、

N1 がサブクラスターとして独自の研究を進めているとすると、A1、B1、
C1、・・・、N1 のサブクラスターを一つのノードと仮定して、それぞれの知

識を吸収し、構造化して、蓄積するとともにフィードバックをする役割を果

たす機能が存在すれば、横断的な学問体系として確立される可能性がある。

これは、Md. Roknuzzaman ほか（2009）が図書館学において提案している

ナレッジマネジメントの機能に他ならない。 
② サービス分野（ドメイン）間での知識の共有と移転 

異なる学問領域のクラスターにおいて、サブクラスターとして種々のサービ

ス分野の研究が行われている場合、それぞれのサブクラスターをノードと見

なしサービス分野間での知識と情報の共有や移転が行われることで、より一

層の体系化が図れる。そこでは、サービス分野（ドメイン）固有の制約や条

件から脱却して、そのエッセンスやエレメントを共通言語化する

（de-Context）機能と、異なるサービス分野（ドメイン）に適用する

（re-Context）機能が求められる。 
 

5.4 実務的含意 
本研究では、科学計量学的分析、ネットワーク分析、研究者へのインタビューから

サービス研究の現状を把握し、サービスサイエンスの創発に関してクラスタールーテ

ィングモデルを提案した。クラスター間の情報・知識の移転は個々の研究者に委ねら

れているのが現状であるが、クラスタールーティングモデルの役割を現実的に促進さ

せるためには、 
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① 学問領域（Discipline）としての場の必要性 
② 中心となる概念の設定 
 

が必要と考える。 
①は様々な分野のサービス研究が一同に介して議論する、例えば、学会であり、さ

らに研究を促進する国レベルの助成も欠かせない。その一つとして、筆者も設立に参

画した JST の「問題解決型サービス科学研究開発プログラム」が 2010 年 10 月より

本格的にスタートすることは前進であった。このプログラムで運営される個々の研究

成果が蓄積され、法律における判例集のように、そのデータから新しい知識が生み出

される可能性は高いが、クラスター間での知識の受け渡しのためには、ある程度、エ

ッセンスやエレメントとなる概念を予め規定することが望ましいと考える。 
表 5.1は筆者も参加した JSTのサービスサイエンスワークショップで議論したサー

ビスサイエンスの創発に必要と思われる概念を仮想的にまとめて、各々に関係するキ

ーワードを列記している。 
 
① データ 
② ヒューマンモデリング 
③ プロセスマネジメント 
④ 社会システム 

 
これらのエッセンスは、研究の蓄積とともに修正・変更される可能性は高いが、ク

ラスター間を超えるプラットフォームあるいは共通言語として規定した。
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表 5.1 サービスサイエンスの基盤となる要素 

出典：「JST 問題解決型サービス科学研究プログラム」募集要項より抜粋
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5.5 将来研究への示唆 
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本研究ではサービスサイエンスの全体像を把握するために、論文・特許の抄録と書

誌情報の共起性を基にしたマクロ分析に主眼をおいたので、個々の研究論文と現場で

のサービス実践・改善行為との追跡が不十分で、エージェントの活動分析及び研究成

果と社会実装との関係は明らかにできなかった。また、社会的・経済的価値に密着し

たサービス分野の研究においては、実社会から課題を取り込む－Reverse 
Translational な研究方法が望ましいと考えるが、本研究のクラスタールーティング

モデルには反映できなかった。今後の研究課題としたい。 
さらに、科学計量学的分析で抽出された特許の多くが情報処理、情報通信の分野・

領域に分類されたことは表 5.2 に示すビジネス特許の「IT による具体的方法」に相当

すると考えられるが、そもそも、生産と消費が同時に起こり（同時性）、保存できず

（消滅性）、物としての形が無く（無形性）、提供者と被提供者の関係において価値が

決定される（文脈依存で定量化し難い）サービス研究において、「自然法則を利用し

た物や方法」を基本理念とする特許が成立するのか明らかでない。その特許制度が、

新しい学問領域としてのサービスサイエンス創発に及ぼす影響についても今後の研

究課題としたい。 
それらの課題を含めて、個々の研究と実践活動の事例追跡によって、表 5.1（P76）

に示したサービスサイエンスのエッセンス、エレメントの修正と学問領域の創発とし

てのモデルがブラッシュアップされることを期待したい。 
 

表 5.2 ビジネスモデル特許の新規性 

 
出典：日本知的財産協会特許第 1 委員会第 4 小委員会（2003）より引用編集
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Appendix① 

 
図 3.5（再掲） 論文キーワードの共起性の俯瞰図（全体）
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Appendix② 

 

図 3.11（再掲） 特許キーワードの共起性の俯瞰図（全体）
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Appendix③ 

 

表 5.1（再掲） サービスサイエンスの基盤となる要素 

出典：「JST 問題解決型サービス科学研究プログラム」募集要項より抜粋
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